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水防団の所掌事務等について（通知） 

 

 

 この度、水防団の所掌事務等に関し岐阜市から要望のあった件（詳細は別紙１のとおり。）につ

いて、従前の考え方に変更はありませんが、下記のとおり整理しましたので通知します。 

 また、対応に当たっては、あらかじめ関係機関等と十分に協議されるようお願いします。 

 なお、本件については貴管内関係水防管理団体に周知方取り計らわれるようお願いします。 

 

記 

 

現在の水防団員が水防事務を行いつつ、大規模災害時における「救助に関する業務」（消防力の

整備指針（平成１２年１月２０日消防庁告示第１号）第３６条第３号）等の一部の消防事務を新た

に担いたいという要望については、以下により対応可能である。 

 

１．  現在の水防団及び水防団員を消防団における機能別分団及び機能別団員に移行し、その担

当職務を水防事務及び大規模災害時における「救助に関する業務」（消防力の整備指針第３６

条第３号）等の一部の消防事務とする方法。 

 

２．  水防団員として活動する者が、消防団員の身分も併せて有し、消防団員として、大規模災

害時において「救助に関する業務」等の一部の消防事務を行う方法。 

 

なお、上記１、２のいずれの場合においても、公務災害補償は、消防組織法（昭和２２年法律第

２２６号）第２４条第１項の規定が適用される。 

 

 

 

 









 

 

 

（参考） 

 

 

「消防組織法（昭和 22年法律第 226号）」 

（非常勤消防団員に対する公務災害補償）  

第 24条  消防団員で非常勤のものが公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は公

務による負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった場合においては、市町村は、

政令で定める基準に従い条例で定めるところにより、その消防団員又はその者の遺族がこれらの原

因によって受ける損害を補償しなければならない。  

２ （省略） 

 

 

「消防力の整備方針（平成 12年 1月 20日消防庁告示第 1号）」 

第 36条 消防団は、次の各号に掲げる業務を行うものとし、その総数は、当該業務を円滑に遂行

するために、地域の実情に応じて必要な数とする。 

 一 （省略） 

 二 （省略） 

 三 救助に関する業務 

 四 地震、風水害等の災害の予防、警戒及び防除並びに災害時における住民の避難誘導等に関す

る業務 

 五～八 （省略） 


